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■ ■ 10:00‐12:00 セッション1 ■ ■ 

日本研究の回顧と展望 
モデレータ：エズラ・ボーゲル ハーバード大学社会関係学科ヘンリー・フォードⅡ名誉教授 

 

エズラ・ボーゲル（ハーバード大学社会関係学科ヘンリー・フォードⅡ名誉教授） 

 

 学者といたしましては、自ら外交上の困難を克服することはできませんが、しかしこの

過程におきましては、ある役割を果たすことができます。それは、お互いの国の理解を深

めることです。本日は光栄なことに、東京財団の支援を頂いております。と同時に、その

他の学者の参加も得ております。また中国社会科学院の支持、とくに日本研究所の支持を

頂いております。また、その協力を頂いております。なので、本日のフォーラムがこのよ

うに盛大に開催することができております。 

 先ほど、中国社会科学院の李さんがおっしゃられたように、このフォーラムの目的はお

互いの理解を深めると同時に、共通利益を見いだすことであります。私は大変賛同してお

ります。よってこれらの利益を推進していくことです。この過程におきまして、私なりに

何か役割を果たせるかと期待しております。 

 しかも、当時チャンスに恵まれました。日本の方は大変熱心でありました。それをきっ

かけに日本との関係は大変良好であります。一九七三年に初めて中国に来ました。そのと

き私は３週間の滞在をしました。交換プロジェクトでありました。中国の主催者の皆さん

と大変良好な関係を維持し、しかもハーバードであろうと、他の大学にいるときであろう

と、日本、中国と非常に良好な関係を持っていました。このような良好な関係はきわめて

重要であるとつくづく感じました。しかも本日私は、このシンポジウムで発言させて頂い

ていますけれども、大変ありがたく思っております。 

 もちろんこのようなリレーションは、常に変わるものであります。30 年間、お互いの見

方が大きく変わっております。30 年前のアメリカは日本に追い越されるのではないかと思

っていました。日本からの競争脅威は非常に大きく見えていました。しかし、いま日本の

脅威についてはまったく心配しないようになりました。むしろ日本の政権は、本当に自分

で解決できるかどうかということを心配するようになりました。アメリカも同様でありま

す。自国のリーダーたちは、自国の問題を解決できるかと。そして 30 年前の中国はきわめ

て貧しかったです。私共が力を尽くして中国の手伝いをし、中国は改革開放路線を実施し、

今日の成功に結びつきした。 

 しかし中国の大きな成功は、また他の国にとって脅威になっております。恐怖感を覚え

ております。30 年前のアメリカは、日本を１つの経済モデルとして捉え、そして急速な経

済成長を遂げ、しかも高度に集中する中央集権的な政治から民主的な政治に変わりました。

そして中国は現在、日本を自分の経済面のお手本とみなしておりません。しかし他に日本
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から学ぶこともあるでしょう。 

 たとえば社会秩序をどう維持すればいいのかを学ぶことができます。これまでの 20年間、

日本は急速な成長を遂げられなかったものの、社会秩序がみごとに保たれています。今回

の震災を見ていてもわかります。いかなる窃盗、強盗行為は発生しておりません。そして

東京の皆さんはエアコンをつけずに、夜は省エネのためにいろいろ我慢をしていますけれ

ども、恨みなくそのような節電対策に協力しております。このような秩序の実現は非常に

たいしたものだと思われます。 

 中国にとって学ぶべきところだと思います。中国の成長はこれから毎年 10％以上を維持

することはないでしょう。スローダウンしますと、同じような問題に遭遇するかもしれま

せん。日本が遭遇している問題です。なので、中国は現在このチャンスをつかみ、新しい

変化をよく勉強しなければなりません。学者として、やはりこれらの変化に対する理解を

皆さんに示して、社会の皆さんに納得してもらう。少なくとも正しい認識を持ってもらう。

とくに責任を負うときにそれが求められます。 
 

1. 李薇 中国社会科学院日本研究所所長 

 

 ご来場の皆様、おはようございます。私は中国社会科学院日本研究所の所長を務めてい

る李薇と申します。時間の関係もありまして、すでに時間がオーバーしておりますので、

できるだけ短く話をさせて頂きたいと思います。 

 まず、2011 年は中国社会科学院日本研究所とアメリカ研究所成立 30 周年の節目であり

ます。この２つの研究所は、それぞれ記念の式典を設けてきましたが、今日また黄平所長

と共にこのようなフォーラムに参加できまして、大変うれしく存じております。この２つ

の研究所は、地域あるいは国の研究所といたしまして、1981 年スタート以来、各自の分野

におきましてスタート、発展、成長の段階を経てきました。日本研究所は同様なる経歴、

同様なる職責を持っております。いまやポスト冷戦時代の終焉、多極化世界の到来、およ

びグローバリゼーションにおける東アジアの新構造の形成に直面いたしまして、両研究所

は積極的な協力を進めております。このようなフォーラムを開催するにあたりましても、

東京財団のみならず、アメリカ研究所およびその前所長であられる黄さんのご協力の賜物

であります。黄平所長には会議の最後に総括の言葉を頂きますが、私からは中国における

日本研究の状況について紹介したいと思います。 

 時間の関係で、歴史は簡単に振り返りまして、主に中国における日本研究の今後の展望、

つまり注目すべき問題点について紹介したいと思います。中国における日本の研究は、改

革開放の進展に伴いまして発展してきたものです。３つの段階を経てきました。まずは 80

年代のスタートの段階、90 年代の発展の段階、さらには 21 世紀に入ってからの成長の段階

という３つの段階と言えるでしょう。 

 最近、学会の総括および日本研究界の状況の調査も行いましたので、その結果について

は追って発表いたします。皆様に紹介いたします、特にここ 10 数年にわれわれが注目して
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いる課題、つまり本日議論するメインテーマでありますが、外交・安全保障の分野のもの

です。外交・安全保障分野におきましては、特に以下の４つの課題に焦点を当てておりま

す。 

 まず外交分野におきましては、日本の外交戦略の問題であります。中国の学者は常にこ

のような話題を議論しております。日本は戦略を持っているのか。日本の外交には明確な

戦略を立てているのか。いまは基本的にこのような認識を持っております。少なくとも日

本の外交には、明確な戦略的目標が立てられているということです。冷戦が終焉してから、

日本の外交はゆるやか、かつ難しい再選択の過程を経てきました。 

 しかしいまだに政治大国を求める大きな目標はあきらめていません。日本はさまざまな

手法を通じ、国際政治における影響を向上させ、大国化の進展を加速しようとしているわ

けです。これはまさに日本外交の戦略目標ではないかと思いますが、違うと思われている

ならば、後ほど議論をさせて頂きたいと思います。 

 また日本の安保体制にも注目をしております。特に 97 年の日米防衛協力指針ができて以

来、そのスピードも加速されております。日米防衛の範囲は 1997 年の指針の中では、周辺

という言葉が使われております。しかしいまやアジア太平洋、さらに世界的な範囲まで拡

大しております。日本は庇護的な保護を受ける立場から、いまや積極的にアジア太平洋地

域の安全チームに参加しようとしております。2009 年以来、このような変化がますます著

しくなっております。 

 しかし中国の学者としましては、日米同盟は地域安全を主導してはならず、さらには他

国の地位も干渉してはならないという認識を持っております。また一部の学者は以下のよ

うな認識も示しております。日本の外交は、一貫してアメリカに追随すると同時に、アジ

ア諸国と外交を展開するという矛盾を抱えております。 

 このような矛盾の中身を見ますと、東アジア地域の進展は、アメリカに牽制されており

ます。なので、対中国の関係に対しても日本はいつもアメリカよりテンポが遅れておりま

す。いまのような日米同盟の枠組の中のアメリカ、日本は、政治的目標と同盟外交の間に

は深刻な矛盾も存在しております。 

 正常なる国家になるためには、軍事的な独立を実現するのは大前提であります。しかし

これはアメリカにとっては受け入れられないものでもありますし、もちろん周辺国家にも

認められません。なぜならば、日本はいまだに周辺国家と真なる歴史的な和解は実現して

おりません。なので、日本の日米同盟における役割の拡大と、日本の政治大国に向けての

アプローチは中国の学者にとって高度に注目する課題であります。 

 また外交の中では、日中関係にもとくに注目しております。これについては後ほど説明

いたします。また防衛関係にも注目しております。これについても省かせて頂きます。本

日ご報告するもう一つの課題ですが、日本に関する研究の展望です。つまりこれからどう

いったような課題について研究すべきなのか。日本研究所成立 30 周年のとき、中国社会科

学院の院長、陳奎元様からこのような言葉を頂いております。 
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 「歴史を振り返りますと、日中両国が敵であるか、友達であるか、事実は明らかであり

ます。未来を展望しますと、世界各国の福と災いは互いに関係し合います」という言葉で

あります。日中関係は長期にわたって、中華民族の生存に関わる課題でありました。近代

史上、貧弱な中国はどのようにして日本に立ち向かい、そして日本とその他西洋諸国との

関係を処理するかということは、中国の人たちにとってなかなか決断できない問題でした。 

 しかし昨今の中国は、110 年前の中国とはまったく違うものであります。しかしいかに日

中関係を見るか、そしてどのようにして日米中の関係に対処するか。これはやはり中国に

とっては重要課題の一つでありまして、変わっておりません。日本研究においても、この

ような問題を見なければなりません。まずは、中国と日本は共通する戦略的利益を持って

いるのか、そして根本的な利益の対立が存在しているかどうか。もしもその分析の結果、

根本的な対立が存在していなければ、どのような理性的関係を保っていけばいいのでしょ

うか。日本は中国の平和的台頭の過程において、どのような役割を果たしているのか。そ

して中国は日本にどのような役割を果たしてほしいのか。そして日本の中国に対する懸念

を払拭し、日本に中国の台頭を受け入れてもらう。そのためには何をすればいいのか。こ

れは中国における日本研究のコアな課題ではないかと思います。 

 日中関係を処理するにあたって、以下の３つの課題に注目しなければなりません。まず

日米中の三角関係に善処すること。2009 年以来、東アジア地域の安全情勢が調整期に入り、

2010 年その加速の態勢を示しております。アメリカのスーパー軍事力は地域安全の権力構

造において、以前としてそのステータスは著しいものでありますが、しかし域内の一連の

政策および構造的なファクターが働いているため、東アジア地域の安全情勢は大きな戦略

的転換期を迎えております。 

 米中両国の大国の関係の変化は、地域安全情勢変化の主な理由ではないかと思います。

日米同盟関係の存在があるゆえに、アメリカの安全政策と対日政策は直接もしくは間接的

に、日中関係に影響しております。これは日中安全関係が悪化する根本的な原因ではなく

ても、マイナスな要因ではないかと思います。やはり日中関係は、イコール、中国と日米

同盟の関係ではなく、また米中関係ももちろん中国と日米同盟関係ではないわけです。で

すので、もしも日本が対中関係を日米同盟関係の枠組の中に置いておけば、日中間におけ

る戦略的互恵関係はなかなか形成できないのではないかと思います。 

そして２番目ですが、釣魚島問題に善処することです。日中の間では釣魚島を巡りまし

て紛争が存在していることは否めない事実であります。そのため 1972 年、両国の首脳がこ

の島を巡りまして、紛争を棚上げし、共同開発という暗黙の了解を達成したわけです。し

かしいまの日本政府の釣魚島問題を巡る態度は、すでに 1972 年に達成された原則に背き、

強硬な立場を示しております。深刻に中国関係の大局を混乱させております。ハプニング

が発生すれば、安全面のクライシスまで発生するわけです。釣魚島を巡りまして、紛争も

認めず、紛争を棚上げしないことは協力という道筋を切断してしまうのではないでしょう

か。 
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 ３つ目ですが、日中関係をより良く導いていくことです。日中の戦略的互恵関係を発展

させ、日中両国の共通利益を見いだすことは、相互信頼関係がその大前提であります。8 月

の世論調査を見ますと、両国民の国民感情が下落傾向にあります。その相互信頼を構築す

る基盤は、歴史的な和解を達成し、領土の紛争を棚上げすることであります。 

 アメリカの学者に聞かれておりますが、歴史上日本だけが中国を侵略し、略奪したわけ

ではないですけれども、どうして日中間には和解が達成できないのでしょうか。しかし中

国の学者の解答というのは、歴史的な和解は簡単な事実の陳述ではなく、やはり基本的な

認識の原則を堅持し、つまり正義であるか、非正義であるか、侵略であるか、侵略でない

のか、その事実という原則を認めなければなりません。 

 なので、日中関係が安定して、発展させるために、両国の指導者のリーダーシップは欠

かせないものであります。長年の経験を見ますと、日中両国の指導者が歴史問題、釣魚島

問題、台湾問題につきまして、慎重な態度をとれば、両国関係に影を落とす大きな事件が

発生しない、回避できるわけです。 

 最後になりますが、世界大変化、東アジア新構造の新たな時代に向かいまして、日米中

３カ国は、それぞれの国の位置付けを新たに見直し、客観的に自ら、および相手国の立場

を判断してはじめて相互理解が達成できるわけです。中国はいまや工業化段階に入ってお

り、日本はすでにポスト工業化の段階に入っております。なので、中国の経済、軍事のス

ピーディーな成長は、日本のすでに達成した高度な成長とはそのレベルがだいぶ格差が存

在しております。 

 中国はいますでに日本と似たような構造的な問題に直面しております。日本は工業化が

完成してから初めてこのような問題が出てきたわけです。中国のいまの経済成長の方式を

見ますと、持続可能なものではありません。日本にはすでに消耗量の少ない、環境にやさ

しい持続可能な成長方式が達成されております。中国と日本はまだ大きな開きが存在して

おります。中国、アメリカの覇権、地位に挑戦せず、また戦争を起こす可能性もまったく

ありません。しかし世界に向けて自らの平和的な台頭を示さなければなりません。 

 日本はいまやすでにポスト工業化の段階に入っていますが、しかし、その後変革は見せ

ておりません。その方向とアプローチが明確になっていないので、中国に対する客観的な

判断もできていないわけです。しかし、日本の経験は、今後ともアジアの他の国の参考に

なるのは事実であります。 

 以上です。ご静聴、どうもありがとうございました。 

 

2. パトリシア・スタインホフ ハワイ大学社会学部教授 

 

 ありがとうございます。尊敬するご来場の皆様、本日、皆様にアメリカにおける日本研

究について紹介したいと思います。 

 確かに現在の三カ国関係を見ていますと、緊張関係にございます。先ほどボーゲルさん
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が話をしましたけれども、日本の研究はアメリカで行われ、そして私は日本国際交流基金

にお仕事を頂いて、研究もしております。この国際交流基金が実施する国際プロジェクト

であります、異なる国における日本研究、とりわけ日本の研究はアメリカにおいてどうい

う状況にあるのかという調査をしました。こういう結果を得ることができました。比較し

ました 95 年、そして 2005 年にこのような研究を行い、そして今年から再度研究をしてい

るわけであります。 

 直近のこのレポートの結果をまだ報告することができません。なぜかと言いますと、ま

だ情報収集段階にあるからです。しかし 2005 年に集めたデータを皆さんに紹介し、それま

でのものと比較して、どういう特色があるかを紹介したいと思います。 

 2005 年から今日まで２つのレベルにおいて変化がみられます。まず１番目は社会とグロ

ーバルの変化。非常に大きな変化があり、それは日本研究にも影響を与えております。そ

して３カ国の関係にも影響を与えております。そして新しい資源、技術などの発達により、

日本研究のやり方が影響されております。とりわけテクニックの進展により、もう学者は

ダイレクトに資料を入手し、人員のネットワークを構築することができております。そし

て日本研究の内部構造も変わっております。これまでの 20 年間、30 年間にわたりまして、

日本語のできる方はアメリカにおいて大幅に増えました。学者だけではありません。普通

の大学生でも日本語を学び始めていました。日本語はマイナーの存在ではありません。む

しろ現在、多くの人に習得されています。そして学術構造も変わっております。 

 具体的なデータをいくつか示したいと思います。どのような変化があったんでしょうか。

スライドをご覧ください。数字だけを見ますと、日本学研究の専門家は 1995 年にピークを

迎え、2005 年には若干その数が下がっております。そして博士、マスターの学生もそうで

あります。 

 しかしもう少しつぶさに見てみますと、1995 年は１つの分岐点でありました。学術研究

は1980年代からずっと増え続けていました。すなわちこのようなトレンドが見て取れます。

2005 年にはその値は、方向性としては一意性を見せていますけれども、絶対の数字が若干

変わっているだけであります。なぜかと言いますと、それは学術の構造に変化が生じてい

るからであります。 

 日本研究は主として、戦後始まったものであります。まず最初は language、言葉の習得。

学生は日本語を勉強して、その後に学術の視点から日本を研究していました。主として大

学院生であります。大学院生を中心に日本の研究を進めていました。そして時代の変化と

共に、その研究のモデルも変わっております。 

 多くの地域においては、90 年代になりますと言葉を学ぶ人は大きく変わりました。すな

わち戦後、大きな変化が生じまして、そういう枠組ないし構造も変わるはずだと認識され

ていました。なので、その研究のステータスが若干低下しました。日本の経済力に変化が

生じたために、新しい枠組が形成されました。すなわちアメリカとの経済競争、ニューエ

コノミーコンピテーションというんですが、その際にアメリカとしては、新しい視点から
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日本を見ていく必要がある。日本の経済の競争力を再認識する必要があると。たとえばハ

ワイという辺鄙なところでも、具体的に日本の変化を知ろうと思えば、可能性がありまし

た。 

 こういう枠組があった以上、専門家たちが急速に自分の研究分野を変えていく必要があ

り、そして急速に日本のさまざまな変化を知らなければなりません。日本の言葉のみなら

ず、日本と経済協力を展開していくためにどういうツールが必要になるのか。専門的な知

識が求められました。この問題に対応するために、新しいプログラムを立ち上げて、たと

えばエコノミスト、弁護士、メディア関係者の育成にとり組みました。とりわけ、経済競

争という局面のもとで、80 年代、90 年代の早い段階にこのような研究が行われました。 

 そして第３の段階もあります。第３の波。経済競争の影響があって、一時は若干弱体化

していました。たとえば文化に関する研究。これは言葉の研究とは違います。使っている

ツールとか、テクニックは、言葉の面では似ていますけれども、しかし文化の研究をする

ときに、異文化の融合、異文化の相違などを明らかにしなければなりませんので、たとえ

ばどういう人たちはマイナーなのか、どういう人々から社会が構成されているのか。こう

いう人の存在は社会のその他の方面にどういう影響を与えているのか。とくに人口の分布。 

 たとえば言葉だけですと、文化の高度なものにしかフォーカスしておりません。しかし

文化の研究になりますと、一般大衆はどういう行動をとっているのか。そしてどういう本

を読んでいるかが対象になります。しかし文化に関する研究は、いずれにしても、経済競

争の影響を受けています。 

 すなわち、これまでの研究モデルの長所を残しつつ、新しいやり方が導入されました。

たとえば 90 年代の半ば頃に、日本研究がピークを迎えて、その後にピークアウトしたと、

先ほど申しあげましたが、戦後、日本とアメリカの間に多くの研究が行われ、そして 90 年

代の半ばになると、先輩たちが徐々にこの舞台から去っていきました。新しい勢力の台頭

が見られます。世代交代が起こったわけであります。そして一部の学者は、その後に日本

研究から離れて、他の研究ないし他の仕事に携わるようになりました。もちろん現在でも

そういう人たちと連絡がとれます。 

 もう一つ、こういう研究は日本の専門家ではない関係者の注目を集めています。たとえ

ば 93 年、94 年になりますと、日本と関係を持っている人は誰ですかと聞きましたら、みん

な手を挙げるんですよ。しかし日本のバブルが弾け出して、多くの日本研究者は中国なり、

中東の研究に携わるようになりました。日本研究から消えていったと。そうしますと、プ

ロジェクトがあったにしても、なかなかリーダーとなる人たちが消えていきますので、そ

ううまくいかない。そして強力なスポンサーシップないし学術リーダーのいないプロジェ

クトがどんどん消えていくわけであります。 

 この新しい研究が、その後に学生の興味を集めることができて、数千に上るアメリカの

学生たちが日本に渡りまして、語学の教師をしながら、研究を進めていたわけであります。

とりわけ日本語をある程度しゃべれて、しかも日本に対して一定の知識を有する人は、95
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年～97 年の間に日本に渡って、英語の教師をしながら、自分なりに研究をしていました。

たとえば博士もたくさん入っていますけれども、実はこの人たちの素質は、いままでの研

究者よりも実力があります。 

 先ほど、３つの日本研究の波ないし枠組について紹介をしました。日本の研究は、現在

は新たな時期を迎えようとしています。実は研究の規模は、80 年代よりも多く、そして 90

年代のピーク時にはまだ追いつかないものの、非常に日本研究が盛んになっております。

たとえば 42 の研究プロジェクトがありまして、研究者の数はそれぞれのプロジェクトで 12

名を超えております。そして 5300 のコースがあります。それはただ単に専門家レベルの話

ではありません。その他の学生も、日本関係の勉強をしております。なので、アメリカの

大学にとって、日本の研究は欠けてはならない存在になっています。アメリカの一般国民

も、日本の研究に興味を持つようになりました。 

 いままではこういう局面が表れてくるのは、なかなか想像もつきませんでした。しかし

すでに 30 以上の日本研究の専門の図書館があります。より多くの日本研究に関する出版物

が世に現れています。このような趨勢はアメリカだけではなく、世の中の他の国を見てい

ても、こういう現象があります。 

 ２つぐらいのモデルがあります。１つはヨーロッパの日本研究のモデルであります。各

研究機関は、それぞれ自分の日本専門家を育てる。しかも学際的なやり方でやっています。

アメリカの日本研究ですと、学術のセンターがあります。そのセンターを中心に、みんな

が協力してやっていると。各カリキュラムの研究者は、日本に対する理解を深めるための

貢献をしています。 

 日本とアメリカの歴史を振り返ってみますと、両国の間にさまざまな出来事がありまし

た。しかしこの相互交流関係は、現在深まっております。80 年代より日本研究はすでに国

際化していると、私は見ています。世界各国は日本に非常に興味を持っています。なぜ成

功したのか。そして 90年代になりますと、日本の社会問題に興味を持つようになりました。

その際、日本はどのように自国の社会問題に対処したかを学び、自分の問題解決の一助に

なりたいという気持ちがありました。 

 現在の日本研究は、世の中の若者の関心を集めています。この若者たちの関心事は、先

輩の人たちと若干違います。現在の日本は、たとえばアジアにおける日本の台頭というこ

とをテーマにしています。いままでの日本ですと、欧米の国々に並べられていました。す

なわち民主的な先進国であると。しかし現在、日本を見ていると、アジアにある日本とい

う捉え方になっています。たとえば、アメリカの日本研究は独自の特徴を形成しておりま

す。世の中の多くの国はアメリカの日本研究のモデルを真似しようとしているところもた

くさんあります。現在、われわれがアメリカの国民向けに日本のことについて紹介し、ア

メリカは恐らく日本研究の面においてはもっとも最先端を走っている。しかし、アメリカ

の日本研究は、日本の日本研究ほど進んではいないと思います。しかし諸外国の中におい

てアメリカの日本研究は最先端を走っていると言えましょう。 
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 そしてアメリカの多くの日本関係の図書館を見てみますと、日本からの派遣者がたくさ

んいます。これらの方々は立派な仕事をしてくれております。彼らの目標は、日本の学術

資源をアメリカの学者に届けること。仮にこれらのアメリカの研究者のいる学術機関に膨

大な日本研究の施設がなかったにしても、日本から派遣されたこれらの使者は資源のドア

を開いてくれて、アメリカの学者、世の中のその他の国の学者が日本の資料を入手しやす

くなるようにしております。これは確かに IT の進歩によるところが大きいですし、日本の

国内の学術機関の協力にも感謝しなければなりません。 

 もう１つ、アメリカの日本研究を見ていると、アメリカ人の他に、他の国の研究者もい

ます。27 の国からの専門家が、アメリカで日本研究を行っています。ですので、アメリカ

の日本研究はローカリゼーションが進んでいるのみならず、グローバル性を持っておりま

す。そしてアメリカにたくさんの海外留学生がまして、そういう人たちはアメリカで日本

について学び、その習得した知識を自国に持ち帰っています。世界会議で 100 以上の日本

研究のプロジェクトがありますが、しかしその中で博士レベルのものは 25しかありません。

しかもほとんどがアメリカにあります。総じて言えば、いままでのやり方は、言葉を学び、

歴史を学ぶというやり方でありました。 

 いまの若者は、日本について勉強すると同時に、東アジアについても研究する。博士コ

ースになりますと、アメリカは欧州と違って、通常学際的な研究ではありません。具体的

な専門があって、その中に独自の学術面の標準があり、しかも日本を中心とした学術標準

が確立されています。 

 では、学術研究をするときにはどうしても学際的な視点が必要であることは否めません

が、やはりその専門の学術基準、学習標準を標準にしなければなりません。これがアメリ

カの日本研究の現状であります。ときにはプロジェクトには、急速に進んでいますけれど

も、その育てられた博士のレベルはそう高くないこともあります。なので、博士を励まし

て、より広い視野を持つようにというふうに recommend しています。博士論文のテーマは、

もちろん自分で選びますが、しかし指導教官からアドバイスがありまして、なるべく自分

の専門ともっとも関係の深いテーマを選びなさいと。他の専門ではなくて、この専門がも

っとも注目しているテーマにフォーカスしなさいというふうにアドバイスをしています。

それにより、博士レベルの論文が自分の専門に立脚した視点を持つように奨励しておりま

す。 

 では、修士コースの話になります。一部の日本研究プロジェクトには、マスター、博士

両方を育てています。たとえば学生によっては日本語も学び、中国語も学びまして、両国

の知識について相当造詣が深い人がいます。しかしこのような両方の知識を持っている人

は本当に少ないです。ほんのわずかしかいません。私のいるところですと、日本と中国の

研究、両方やっています。多くの日本研究者は、もともと日本研究に携わっていたものの、

現在、学術界から離れて他の仕事に携わっております。 

 1995 年の調査でわかりますように、当時の日本研究者の比率はそう高くはありませんで
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した。しかし 2005 年の研究プロジェクトで見られますように、一部の人がすでにリタイア

をしました。そして 18％の人が日本研究センターで日本の研究に携わっていますけれども、

われわれの専任の教員ではありません。こういう人たちは往々にして、日本と中国、両方

をやっています。これらの専門家は、大きな貢献をしております。 

 では、専門の分布を見ていきましょう。人文、歴史、語学、文学が多く、そして残りの

25％は中国の研究もやっているというのが現状であります。そして４％のプロフェッショ

ナルな訓練プロジェクトがありまして、それも日本研究に関係があります。なので、ここ

からでも人文、社会科学の研究が日本研究の主な部分を成していることがわかります。 

 それでは、こういう研究者のオリジナリティを伴う研究はどれぐらいありますでしょう

か。こういう人たちは、だいたい研究をしながら教育活動にも携わっています。たとえば

日本知識の普及といった、もっとも基礎的なレベルから最高級の研究までやっています。

たくさんの取り組みをしてくれました。そして一部の人が研究分野からその後離れて、産

業界に入っています。そういう人たちの動向も見ていく必要があります。 

 今後、日本研究の方向性はどうなるのでしょうか。われわれが本当により多くの研究者

を産業界ないしその他の分野に送り出す必要があるのでしょうか。そして日本研究をする

ために日本語をまず習得してからでないとできないでしょうか。すなわち日本語をペラペ

ラにして初めて日本の研究ができるんでしょうか。これについてよく突っ込んだディスカ

ッションが必要でありましょう。 

 日本のアメリカ研究を見ていますと、中国の日本研究とはまったく違います。取り巻く

環境も違います。先ほどの話を聞いていてもわかります。アメリカの軍部、政府は、自分

のところの職員を日本研究センター等に派遣して、日本語の習得、そして日本の研究をし

てもらいます。われわれのところにもそういう人たちが来ています。 

 しかしアメリカ政府にも、専門の日本研究センターがあります。総じて言えば、アメリ

カの学術研究機関は独立していまして、政府の関与を受けません。政府が関与してはなら

ないのです。これらの学術機関は独立性を非常に重んじていまして、専門を設定するとき

に非常に慎重に考慮します。そして外部の資金の獲得ももちろん行います。そして政府の

予算も一部入りまして、日本研究を奨励しております。さらには、さまざまなファンデー

ションも、日本研究センターの日本研究を奨励しております。そして 80 年代、90 年代の際

には、多くの日本のファンデーションがお金を拠出して、アメリカの大学などに基金を創

設して、日本も研究を支援していました。 

 なので、アメリカの日本研究は、海外の資金も活用していると。しかしこれらの研究は、

いずれも独立していまして、スポンサーだからといって、その研究にあれこれ言う立場に

はありません。外部資金はときには、たとえばあれこれ注文することがあります。こうい

う研究をしてくださいと。そうしますと、他の研究者はそういう注文ないし研究テーマに

関して、懐疑的な目で見ます。なぜスポンサーの支持に従わなければならないかと。 

 なので、アメリカでは、研究をするときに、あくまで研究者が独自に判断して、テーマ
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を選定しなければならないのがルールであります。もちろんその際に、自分のいる専門の

ニーズを考えなければなりません。外部の関与、政府、ないしスポンサーの関与を受ける

ことはありません。そのテーマを選定するときに、ただ単に、自分のいる専門分野にとっ

て本当に役に立つかどうかだけを考慮要素にします。 

 研究が終わりましたら、その出版の問題があります。そうしますと、研究を行う際にも、

その成果の出版問題を当初から綱領に入れなければなりません。しかしやはりあくまで自

分の専門から考えて、研究を行う必要があるかどうかを判断します。そして一部の学術刊

行物もあります。こういう研究成果であれば、リージョナルな研究、刊行物で発表すると

いうことも多くあります。 

 研究を行う際に、たとえば CGP、グローバルパートナーシップセンター（Center for 

Global Partnership）でありますが、日本研究を行う際に、比較研究をしています。そして

研究者がこの比較の視点に立って、研究を進めてほしいというふうにアドバイスします。

しかしこのような研究であっても、研究者がテーマの選定、研究の実施の面においては、

やはり相当強い独立性を持っています。ここからアメリカの日本研究のやり方、雰囲気、

環境は、中国の日本研究と大きく異なることがわかるかと思います。日本の日本研究は多

様性に富み、そしてさまざまなテーマがあり、そして研究による成果も多様なものであり、

さまざまなところに影響を及ぼしております。 

 このようなオープンな研究の進め方は、予想外のメリットをもたらすことがあります。

たとえば、日本は今年三重苦にさらされました。数年前、アメリカのある人が本を書きま

して、日本の原発に関する研究の本であります。そして当時、研究テーマを立ち上げたと

きに、マージナルなものでありまして、あまり注目されませんでした。しかし今年原発事

故が発生して、こういう研究の重要性が認識されるようになりました。このようにテーマ

の選定などは、うまく行われていれば、そのうちいずれ役に立つと。すなわち、当初は非

常にマイナーな研究であったとしても、いずれ効果を表すことがあるということでありま

す。 

 ありがとうございました。 

 

コメント 

1. 蒋立峰 中国社会科学院日本研究所前所長 

 

先ほど李所長様、またパトリシア先生のそれぞれのご発表を聞かせて頂きました。非常

にすばらしい内容でした。とくに中国、アメリカの対日本研究についていろいろな知識が

得られました。パトリシア先生がおっしゃっているように、世界的に見ても、アメリカの

日本研究は非常に進んでいます。 

 一方、中国の日本研究も非常に実用性の高い研究がおこなわれていると思います。中国

の日本研究は、いままで 30 数年間の歴史を見ますと、ホットイシューが時代と共にかなり

変わって来ています。最初が日本の経済に対する研究。これが中国の最初の対外開放の初
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期段階でしたので、やはり日本の経済を非常に熱心に研究しました。その後、日本の文化

のほうに移りまして、さらに政治に対する研究に変わって来たわけです。1990 年代以降は、

とくに日本の外交、国家戦略、日米同盟などについても一応ホットイシューとして、いま

まで研究が続いてきたわけです。 

 このような研究内容の変化は、やはり中国の社会発展の段階および東アジア地域におけ

る情勢の変化にともなって、そのパラダイムが変わって来たわけです。中国の研究チーム

も、実はアメリカとちょうど反対でありまして、日本の国際交流基金のサポートの下で、

中華日本学会が２回にわたり、アンケート調査を行いました。１回目が 10 数年前ですが、

そのときは、研究者は 1600 名で、研究機関が 100 ぐらいありました。昨年、もう 1 回アン

ケート調査を行った結果、研究者が 1000 名、研究機関も、相変わらず 100 ぐらいでありま

した。研究者がかなり減ってきたわけですが。ただしその統計にはいろいろ漏れもあると

思いますが、それにしても 1200～1300 名ぐらいだと思います。 

 中国における日本研究は、日本語教育者は統計対象外であります。われわれが統計した

のは、日本語の先生にしても、やはり日本研究を同時にやっているということをわれわれ

の研究の調査対象にしたわけです。したがって研究者の定義に関しては、かなり狭いもの

です。 

 なぜ研究者が減ってきているかということですが、それはやはり日本が 1980 年代半ばあ

たりから発展方向性を失ったということに関係あるのではないかと思います。いま世界的

に見ても、日本のステータスが弱くなってきていますし、経済も低迷が続いているわけで

す。したがってこういうことにも非常に絡んでいるのではないかと思います。日本は一日

も早くこの低迷から脱出し、再度成長に乗れば、中国の日本研究も再度力を強化されてく

ると思います。 

 ２点目ですが、さっきもおっしゃったように、中国の日本研究は非常に実用的なもので

あると同時に、実は非常にオープンでもあります。自分が中国国内の研究だといっても、

やはり海外の情報、あるいは海外の学者と一緒にコラボレーションを行っているわけです。

たとえばわれわれがたびたび日中間の研究者が共同で研究するようなことも行っています。

2003 年、2004 年に、３カ国の学者が新世紀、文明をテーマとする国際学術シンポジウムを

行いました。そこで 21 世紀における日米中の３カ国の問題、課題について研究し、いかに

新しい文明をつくり出せるかということに関して議論を行いました。 

 その研究会の成果として、敦煌声明文を発表しました。そこで調和というような問題を

取り上げたわけです。このような活動がその後も続いております。ただし、非常に残念な

がら、日米中の３カ国の共同研究はまだまだ数が少ないものです。さらにわれわれ、社会

科学院の日本研究所、あるいは上海の研究所などが、定期的に日本の岡崎研究所などとの

間でもセミナー、シンポジウムを開催しています。こういうシンポジウム、セミナーの開

催を通じてお互いの研究が非常に促進されているわけです。 

 もう１例ですが、2002 年から日米中３カ国の学者が自発的に近代歴史教科書の編集に関
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する専門の機関を立ち上げました。2006 年に３カ国共同研究の結果としての教科書を正式

に発行しました。東アジアにおける近代史というような教科書です。その後、日中の学者

が、政府の支援のもとで、2006 年から去年まで、日中の共同研究、歴史研究も行いました。

その研究の成果もそろそろ正式に発表されます。 

 このような活動を通じて、日中の現実的な問題、あるいは日本の戦略の発展などについ

ては、実は非常にプラスの貢献をしています。したがって、日中共同というような特徴を、

ぜひ今後とも生かしていきたいし、また研究のパラダイムをより広げていきたいと思いま

す。本日のように、日米中３カ国の学者、あるいは東アジア地域の学者なども加えて、日

本問題、あるいは北東アジアの問題、東アジアの問題について、ぜひ今後も連携していき

たいというふうに思います。これが中国における日本研究の方向でもありますし、ぜひそ

の横の連携なども強化していく所存です。 

 先ほど、李所長からお話があったように、国家戦略、またその援助に関する研究もこれ

から行っていくとおっしゃっていました。ただし、そのあたりの研究成果はそんなに多く

上げられていません。なぜかと言うと、やはり日本の国家戦略というのは、中国と違いま

して、中国の場合、たとえば今後 10 年、20 年、50 年の目標を非常に明確にしていますが、

一方日本では、当時中曽根元首相が政治大国、小沢一郎が正常な国家だというようなこと

が少し漏れたことがありましたけど、ただし、日本の国としての戦略はいったいどういう

ものなのかというのは、実は日本人でも必ずしもそんな明確ではないと思います。 

 したがって今後も、このあたりの日本の国家戦略に対する研究も、われわれとしても強

化していきたいですが、鳩山元首相が「東アジア共同体」というような戦略を打ち出して

いるわけですが、ただ、菅首相になると、これがまたさらに見捨てられたわけです。東ア

ジア共同体は、確かに難題はたくさんあるわけですが、今後、中国、日本、韓国、あるい

はアメリカの学者も、ぜひ一緒に努力して、まず東アジア共同体の研究の組織を立ち上げ

て、恐らくこれが今後の東アジア共同体のメカニズムに対しては非常に寄与するのではな

いかと思います。 

 以上です。 

 

2. ケイ・シミズ  コロンビア大学政治学部、ウェザーヘッド東アジア研究所助教授 

 

コロンビア大学のシミズと申します。このような場でコメントをすることを大変光栄に

存じております。まず私は若手でありまして、また学者でもありますので、違うスコープ

からコメントをするかもしれません。そしてコロンビア大学における東アジアの研究は、

アメリカでもっとも多いのではないかと思います。日本に関しても、中国に関しても、多

くの角度から研究を行っておりますので、コメントをしたいと思います。３点、申し上げ

たいと思います。国際関係についてのコメントです。 

 もちろん、最初、蒋先生からもお言葉を頂いたように、同じような会議、研究は、日米



14 
 

中のみならず、あるいは日中の間でも行っております。コロンビア大学も、この分野にお

いてはさまざまな努力をし、このようなフォーラム、シンポジウムを開催しております。

学生とか、民間人にも参加をして頂いております。例を挙げますと、春頃にこのようなシ

ンポジウムを行いました。ニューヨークにある日本領事館、あるいは日本の研究組織の方々

に来て頂きました。日米中の関係に関する会議です。 

 しかしこのような会議はしばしば、やはり経済貿易に注目をしております。安全保障に

はあまり焦点を当てておりません。とくにこの３カ国関係については、あまり注目してき

ませんでした。最初の李先生からもその観点を頂きましたが、その理由と言いますと、ア

メリカから申し上げますと、日本との安全関係は、かつては軍事基地の移転、普天間基地

の移転などの問題も関わっておりますけれども、しかし経済貿易になりますと、やはり何

人かの学生とか、博士からも、このような研究をしたいというような発言がありました。

一般的にこのような会議は、やはり地域の経済利益で、安全利益にはあまり注目していま

せんでした。これは間違いではないかと思います。本日の報告をうかがいますと、やはり

安全分野におきましても、同じように、やはり研究を展開していかなければならないと思

います。日本の国内政治については、アメリカでも研究を行っております。 

 民主党の政権が誕生してから、いま３つ目の内閣が発足しております。先ほどの方もお

っしゃられたように、日本の国内政治の中でも安定性をぜひ見せて頂きたいと思います。

日本の民主党ですね。国内にしても、国際にしても、やはりさらに安定性を保って頂きた

いと思います。とくにこのような変化は、すでに 10 年間ぐらいありますけれども、いろい

ろなチャンスをもたらしてくれました。学者に政府および政治の多極化の時代にどのよう

な影響をもたらしているのかという研究テーマを与えてくださいました。さらには、実は

これは近代工業化というテーマも与えてくださいました。日本のみならず、中国、欧米諸

国もこの中に入っております。たとえば社会福祉というような研究テーマもあれば、もち

ろん日本もこのような問題に直面しております。さらに深刻なこのような社会福祉の問題

に直面しております。 

 そうすると、このような課題、問題ですね。アメリカではあまり注目されておりません

が、日本もアメリカの学者にこのようなケーススタディ、研究テーマを与えているわけで

す。そうすると、日本には良いケーススタディの国となってもらったわけです。私に言わ

せれば、地域的な背景から見ますと、日本は基本的に長い間一党体制でありました。突然

このルールが変わりまして、政権の交代が実現したわけです。このような異常な事態は、

学者には社会状況を勉強するチャンスも与えてくださったわけです。 

 簡単に申し上げますと、最後になりますが、最後の課題、われわれに一番近い課題でも

あると思います。つまり、研究の分野、研究のチーム、あるいは研究の手法が適格である

かどうか、あるいはその結果は有効に生かされているかどうかにもかかわらず、日本はや

はりわれわれに良い研究テーマを与えてくださいました。つまり政治的な研究テーマを与

えてくださいました。 
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 ご存じのように、３月 11 日から日本は大きな変化が生じたわけです。誰でもこのような

変化は望みませんが、しかし３月 11 日から日本の政治にも、社会にも大きな変化を見せて

いるわけです。そうすると、学者には日本国内のみならず、東アジア、さらには日本のこ

ういった自然災害が中央政府、さらには自治体にどのような影響を及ぼしているかについ

ても、一つの研究テーマを与えてくださったわけです。または環境か、グリーンエネルギ

ーの創造およびその他の課題。これはわれわれにとって共通課題です。私は日本人である

と同時にアメリカの学者でもあります。また中国の研究もやっております。やはり資源を

適格に配分してもらいたいわけです。そして日米中３カ国の間では、もっと長い目で研究

を見てもらいたいと思います。 

 以上です。ありがとうございました。 

 

3. 川島真 東京大学大学院総合文化研究科准教授 

 今日のお二人の話、大変感銘を受けました。後でコメントする五百旗頭さんが、日本の

日本研究者としてコメントするのだと思いますので、私は日本の中国研究、皆さんと同じ

ように、外国研究をやっている者としてコメントをしたいというふうに思います。 

 まず、先ほど李先生のお話、あるいは蒋立峰氏のコメントにもございましたが、中国の

日本研究は、大変現実性に富む、あるいは現実性がもっとも強い研究であるということを

おっしゃられました。これはわれわれにとって大変うらやましいことでございまして、日

本の中国研究は、ある意味で、実は現実性にかなり弱くて、非常に歴史研究でありますと

か、古典研究は大変強いのでありますけれども、いまの中国をどう捉えるかということを

本当にやっている学者はどれだけいるのかということがありまして、うらやましいことで

ございましたし、また、スタインホフ先生のほうから、やはりディシプリン・トレーニング

の重要性ですね。語学から入っていっても、博士課程でディシプリン・トレーニングをし

っかりやるということですね。これもとても日本にとって、やや曖昧なところがありまし

て、大変うらやましいというふうに思っているところでございます。 

 ただ、人数の話は、われわれも耳が痛いところでありまして、日本では中国語の学習者、

だいぶ増加してきましたが、頭打ちの状態にありますけれども、中国研究を志そうとする

日本人の大学院生等は激減をしている最中だというふうに認識をしています。東京大学で

も、学部生で中国に関連づけて卒業論文を書こうという人は非常に少なくなってしまって

おります。中国のことを考えることを拒否するような、そういうふうな雰囲気さえもあり、

いま現在、日本の大学院の中国関係は、ほとんど中国と台湾の留学生で占められていると

いう状態で、私はいったいどこにいて授業をしているかわからないような状態になってお

ります。 

 そうしたことはさておきまして、３つほどトピックを出したいと思うのですけれども、

１つ目は、先ほどの大学研究のことなのでありますが、まず今日のお二人のお話の中で１

つ気になったことは、社会との関係という部分であります。日本と中国の間で、さまざま



16 
 

な言論の問題、あるいは日本の中の中国の議論。今日、お話がありましたように、日本の

中でも中国に対する認識と言いますか、印象はどんどん悪化し、中国においても同様でご

ざいます。天安門事件のときよりも、サッカーの事件のときよりも、2008 年のほうが、2009

年のほうが数字は悪いわけでございます。 

 そのような状態の中で、今日、ボーゲル先生もおっしゃいましたが、研究者が何かでき

るのかというところでございます。アカデミックに立っている以上、世論の状態や憂慮す

べきものではあるけれども、とくに何か、直接的に関与すべきではないというスタンスも

あるでしょうけれども、たとえば歴史認識の問題が激しくなったときに、中国や日本の歴

史学者がそれとどう関わるかというところも、大きく問題になるところだというふうに思

っています。多くの日本の歴史研究者は、当然そうした現実の問題とは距離をとるわけで

すが、とるだけで良いかということを問われておりました。 

 おうかがいしたかったのは、中国、あるいはアメリカの日本研究者が、国内におけるさ

まざまな世論、あるいは日本論、日本を巡る言論とどういう距離をとり、そしてまたある

種、ボーゲル先生は correct という表現を使いましたが、「正しい」とアカデミックに思わ

れる認識を社会にどう伝えていくのか。どのようにコミュニケーションを社会でとるかと

いう点でございますが、それについて何か議論があったり、あるいはそれぞれの立場がい

ろいろあるようでしたら、それをご紹介頂ければというふうに思います。 

 発信をするべきであると。研究の中身を社会に向けて発信すべきである。あるいは海外

に向けて発信すべきであるというのは、現在の日本の中国研究でも多く言われているとこ

ろでございます。ただ、どこに向いているのか、よくわからないときがございます。つま

り、日本の中国研究であれば、日本の国内に向けて発信するのか、世界の中国研究に発信

するのかというところが問われてまいります。先ほど蒋立峰先生が、中国の日本研究は現

実性が非常に強いとおっしゃいました。そして社会の関心において研究をという話もござ

いました。 

 としますと、中国の日本研究というのは、中国の社会に対して発信すること、あるいは

日本に向けて直接メッセージを出すことに重点を置かれ、あるいはもしかしたら、世界の

日本研究の有り様に向けて、何を発信するかという点について、どのように関わるのか。

そのへんが関心を持つところでございます。これは日本の日本研究におきましても同様で、

日本は最近、少なからずアメリカにおける日本研究を消化して、それをちゃんと引用する、

参照するという雰囲気が見られ始めているような印象を受けますが、中国における日本研

究を、日本の日本研究が、果たして参照しているかどうかという大問題がございます。そ

もそも先行研究を調べる際に、日本の日本研究が中国の日本研究を参照するかという大問

題が横たわっているように思っております。 

 次ですけれども、実は私は、2000 年か、2001 年でした。北京にある、北京日本学研究セ

ンターというところで副主任なるものをしていまして、そこでよく議論していたことに、

中国における日本研究の特徴とは何かということがございました。それは非常に crucial
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な問題でありまして、いまの私の話とつながるのですが、アメリカの日本研究、あるいは

欧米の日本研究には、日本にない特色がある。では中国のほうはどうかという議論をして

おりました。今日は「現実性」というキーワードを頂きました。大変これは興味深いとこ

ろであります。 

 ただ、もう一方で私自身が、中国の日本研究者と話すときに、あるいは日本の中国研究

と中国の日本研究が議論をする際に出てくる問題として、いくつかの、ある種、戸惑いを

感じるところもあるわけでございます。今日、出てきてはいませんけれども、われわれが

やはり違和感を覚える言葉は、「民族性」という言葉なのです。しばしば日本の日本研究で、

「日本の民族性は」という言葉で議論が立てられていて、だからこうであるという、そう

いうようなときがあります。私はその感覚に合わないので、私は日本人ではないのかと思

ってしまうこともあるのですが、これはどういうことかと言いますと、中国における日本

研究においてディシプリンということがどう捉えられるかというところだというふうに思

っています。 

 中国で非常に多くの優秀な日本研究者がいらっしゃって、また日本語が大変うまい方が

多いのですが、研究者の養成の過程で、とくにアメリカのほうで強調されていたディシプ

リンというものがどのように考えられているか。つまり、たとえば社会科学における政治

学や経済学において、ケースとして日本を取り上げる。違う国と比べる。横の同じような

条件下で日本を位置付ける。そのようにして議論を立てていくということは、私は非常に

重要だと思っているのですけれども、そのようなディシプリンベースの、あるいはディシ

プリンを重視するトレーニング。これは当然やっているんだとおっしゃられるかもしれま

せんけども、中国の日本研究においてディシプリンの問題がどのぐらい議論をされている

かということについておうかがいをしたいというふうに思います。 

 私自身は、この中国の目覚ましい経済発展は、中国における日本観研究の根本的な有り

様を変えるであろうというふうに思っています。先ほど、アメリカ側の発表にも、リソー

スへのアクセスがずいぶん変わったということがありました。これも当然でありますが、

恐らく 20 年前、10 年前の中国の日本研究と比べますと、研究予算が激増しているだろうと

いうふうに想像します。そうしますと、これまで採れなかった方法論での研究。たとえば

長期滞在をして、日本の社会の中に入り込んで、たとえばアメリカにおいて築地市場の立

派な日本研究の本が出たように、築地の市場に入る必要があるかどうかはまた別にしまし

て、非常に日本の社会の中に入り込んで、フィールドワークをして、さまざまなディシプ

リンを導入しながら研究していくようなスタイルの日本研究というものが、中国でこれか

らは生まれてくるんじゃないかというふうに期待をしておりません。そうした中国におけ

る研究の、ある種の環境の変容と、日本研究のほうも、ある種のインフラの変化がどのよ

うな変化を中国研究に生んでいくのか。 

 そうした環境の変化がどのような変化を生みそうであるかということについても、もし

可能であれば、お話し頂ければと思います。雑駁でございましたけれども、これで発表を
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終わります。ありがとうございました。 

 

4. 五百旗頭薫 東京大学社会学研究所准教授 

 日本語でお話をさせて頂きます。このシンポジウムに招いて頂いたことは、私にとって大

変光栄なことでございます。深く御礼申し上げます。いままで数人の卓越したスピーカー、

それからコメンテーターによって、学問と政治の関係、学問と社会の関係について、非常

に興味深い知見が示されました。また、その中で日本の経験から学びたい、日本の経験が

興味深いというコメントを、国籍を超えて、頂きました。そこで私は、日本の政治史、内

政史のほうから、日本の経験がどういうものであり、どういうふうに日本で捉えられてい

るかということを補足したいと思います。 

 非常に重要なことは、日本の政治史の読み方でございます。よく日本では、日本政治外

交史、Japanese political diplomatic history という言い方がされます。これは内政は外

交と不可分であるという洞察に基づいた学問だからであります。言うまでもなく、黒船来

航以来、今日に至るまで、日本の激動と発展というのは、内政と外交が一体になった状況

の下で繰り広げられました。そのことを忘れない。内政と外交との複雑な関係を捉える。

ファクトを重視し、広くファクトを集めながら、理論的に統合するということが、日本政

治外交史のミッションであるというふうに思います。 

 そこで私は、今日、２つのお話をしたいと思います。１つは、日本政治外交史は具体的

にどのようなものであるかということ。２つ目は、それがどういうふうに変わろうとして

いるかということでございます。 

 １つ目、日本政治外交史とは何であるかという自意識をもっとも自覚的に持った研究は、

恐らく 1960 年代以降発表された三谷太一郎の研究であると思います。そしてこれは自民党

一党優位の政治を批判しつつも理解するという意欲によって導かれていたと思います。彼

の研究は、自由党、Liberal Party から政友会、Constitutional Party of Political Friends

に至る与党、より有力な政党の研究でありました。そしてこの自由党・政友会の流れが、

戦後の自民党の元になる政党でもありました。 

 三谷は、日本の利益政治というものが、この勢力によって大正期を中心に確立されたと

いうふうに考えました。それを鉄道政策や地方自治制度などの優れた研究によって示しま

した。利益政治には弊害もありましたが、非軍事的な勢力の地位を確立するという意味が

ありました。そのことが第一次世界大戦後の世界的なデモクラシー、世界的な協調外交の

風潮を日本が受容する国内的な基盤になったというふうに論じたわけであります。そして

この戦間期の政党内閣制や協調外交というのが戦後に引き継がれていく遺産になったとい

うふうに論じるわけです。ですから、日本政治外交史というのは、ひと言で言えば、協調

外交の国内的な基盤を探るという研究であったと思います。以上が１つ目の、日本政治外

交史とは何であるかというお話であります。 

 ２つ目に、その新しい展開について申し上げたいと思います。近年、いろいろな研究が
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ございますが、一番重要な変化というのは、自由党、政友会に対してよりマイノリティで

あった政党、つまり進歩党、Progressive Party であるとか、民政党、Constitutional Party 

of People’s Politics の系譜に研究が移っていく。その存在感と意義を発掘するというと

ころに移っていくのだと思います。 

 それは言うなれば、民主化から複数政党制へと関心が移っていくということであります。

それは言うまでもなく、自民党一党優位性の同様であるとか、政治会派か、あるいは政権

交代という大きな状況を意識しながら、しかし実証的な歴史研究として何ができるかとい

うことを考えた結果だと思います。 

 そのような観点からさまざまな成果が生み出されております。北岡伸一や御厨貴はその

先駆者でありますし、奈良岡聰智や、申し上げにくいですが、かくいう私もその方向で研

究している１人でございます。 

 しかしながら、この新しい展開には問題がございます。つまり弱い政党、あるいは野党

というのは、往々にして大概強硬論、hardline policy を訴えることが多かったということ

でございます。従って、今後これ、研究を進める場合、日本政治外交史の基本的な問題関

心であった協調外交を支える国内的基盤という問題意識が、今後どういうふうに再編され

ていくのかということが重要な課題になっていくわけであります。 

 そこに私たちは揺らぎがあります。そしてこの揺らぎを建設的なものにしようと希望し

ておりますし、この希望は叶えられると思います。なぜならば、政治の世界で異議申し立

てが活発化し、政治参加が本当の参加になるプロセス。政治参加が複数性を帯びていくプ

ロセスにはナショナリズムの存在、あるいは hardline policy の主張というのは避けられ

ない一つの事象である。これは国を問わず、避けられない事象であるというふうに考える

からであります。 

 日本はどうであったか。そのナショナリズムはどういう動機に結びついていたか。どう

いう政策と結びついていたか。どの段階まで、あるいはどういう条件の下でコントローラ

ブルであったか。マネージャブルであったかということを研究するのは、他の国にとって

も役に立つ知見になると思うわけであります。 

 そして、ここで私はこのセッションの冒頭で、議長のボーゲル先生がおっしゃった言葉

に戻りたいと思います。つまり学問というのはそのようにあるべきだと思います。どの国

がいけなくて、どの国はいけないかということを考えることも重要ですが、それぞれの国

の教訓、経験をそれぞれが闊達に学ぶということ。そういう意味の学問の確立こそ、外交

や国際親善を支えるもっとも重要な基盤だと思うのであります。 

 私からのお話は以上であります。ありがとうございました。 

 

ディスカッション 

ボーゲル ありがとうございました。２名の中国の学者から簡単にコメントを頂きたいと

思います。豊かな経験を持っている方です。劉江永様です。清華大学の教授ですが、日本
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には長年滞在し、アメリカでも勉強した経験がございます。まず劉先生からコメントを頂

きたいと思います。 

 

劉 このようなチャンスを与えてくださいまして、ありがとうございます。また社会科学

院の日本研究所、アメリカ研究所にこのような会議を開催して頂きまして、本当にありが

とうございます。古い友人とお会いできまして、またボーゲル先生と再会でき、とても元

気であられることも確認できたことは、大変うれしく存じております。先ほどの皆様のコ

メント、報告をうかがいまして、短い時間ではなかなか本当に評価はできませんが、皆様

のいままでの考え方に沿って発表させて頂きたいと思います。 

 冒頭、河野先生から３カ国関係の重要性についての、そしてその現状、抱えている課題

についての貴重な考え方に大変賛同しております。とくに先生は、中国の脅威論、中国か

らの脅威というのは認めませんということに大変賛同しております。しかし中国はやはり

より良く中国の平和的台頭を説明しなければならないという、とても納得できる意見では

ないかと思います。また学者にとっても、なすべき事業の一つではないかと思います。ま

た先生は、中国は覇権を求めず、王道を歩むというご発言もございました。これは日本の

有識者の多くを代表している考え方ではないかと思います。私も賛同いたします。中国も

日本も、覇権を求めず、王道を歩めば、両国が友好的にその関係を保っていけると思いま

す。 

 しかし、１つだけ疑問を持っております。中国と日本は、アメリカのように、以下のよ

うなことは宣言できるのでしょうか。つまりアメリカにも覇権を求めず、王道を歩んでも

らえるのでしょうか。アメリカにこのようなことを言えるのでしょうか。もしも中国と日

本がいずれも王道を歩めば、しかしわれわれにはその実力もなければ、資本もありません。

本当に王道を歩める人は弱者ではなく、強者であります。ですので、世界の平和、あるい

は日中関係のスムーズな発展の要は、やはりもっとも実力を持っているアメリカにあると

思います。もちろん中国としても呼応しなければなりません。以上、私からの質問であり

ます。河野先生の質問かもしれません。 

 ２点目のコメントですが、中国、日本、アメリカの日本についての研究、あるいはお互

いについての研究は、それぞれ長所を持っています。こういった開放、またとてもまじめ

な研究の場において、中国あるいはご在席の中国、日本、あるいはアメリカを研究する学

者といたしましては、やはり自らの短所を見直さなければなりません。中国の研究の不足

は、やはり社会学におきまして、日本に関する研究はこまめに行われておりません。社会

学会におきまして、日本に関する研究は、それほど優れておりません。 

 ですので、川島先生のおっしゃられたように、日本に行って、現地で研究する。これは

社会学あるいは人類学の研究手法の１つではありますが、しかし中国では大変欠如してお

ります。なので、両国民の感情を改善できる１つの手法というのは、やはり相手側を理解

し、相手側を尊重する手法ではないかと思います。これは中国における日本研究の不足で
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す。 

 ３点目ですが、日本語の優れている学者は多くいますけれども、しかし同時に英語もで

きるし、韓国語もできる方はほとんどいません。東アジアにおいて言語のもっとも優れて

いる研究者は韓国人です。韓国語もできるし、日本語もできるし、英語もできます。これ

は中国には、われわれの世代では不可能だと思います。文化大革命があったからです。次

世代においては、アメリカあるいは日本の各種財団、基金の支援を得て、環境を整えても

らいまして、できるだけ若い人たちには成長して頂きたいわけです。ですので、ご在席の

日本、あるいはアメリカの学者にお願いしたいと思います。 

 最後に、李薇所長の発表、報告についてコメントをさせて頂きますが、焦点はそれぞれ

異なっておりますけれども、しかし李所長の発言にも大変賛同いたします。非常に重要な

課題に焦点を絞っていると思います。 

 １つ、やはり皆様にお訊きしたいのですが、今後の東アジアの新しい構造の特徴、ある

いは中日米関係のなすべき在り方。これはいったいどういうようなものでしょうか。もち

ろん平和は皆様の望ましい目標でありますが、しかし歴史上、日米中３カ国が同時に平和、

友好、協力を保つというような経験は、かつてはありませんでした。ロシアを入れると、

その歴史を見ますと、さらにないわけです。われわれはいま偉大なる時代に直面しており

ますけれども、しかしあまり貢献はしていません。われわれが享受している平和は、われ

われの先輩が大きな対価を払って実現したものです。平和の時代にあって、子孫のために

何ができるのか。そして３カ国の関係をわれわれの子孫、孫、あるいはその次の世代のた

めにさらに改善できるのでしょうか。学者の良心から自問したわけです。アメリカ、そし

て日本の学者にもぜひお願いしたいわけです。 

 今後、日米中３カ国の学者の間で、政策的な研究報告を作成し、あるいは教育に言語学

への教育の報告を作成できるのではないでしょうか。日本人は非常に勤勉ですが、中国人

も勤勉です。皆さんが一緒に、お互いに相手側の意見を聞き入れ、自らの欠点を見いだし、

３カ国関係をより良くすることが望まれております。 

 以上です。 

 

ボーゲル ありがとうございました。続いて、楊伯江先生にお話を頂きたいと思います。

楊様は中国国際関係学院の方でいらっしゃいまして、しかもこの分野での専門家でいらっ

しゃいます。それでは楊様、よろしくお願いいたします。 

 

楊 ありがとうございます。主催者の皆さんに感謝しております。午前中の話をうかがい

まして、いい勉強になりました。午前中のプログラムでありますが、日本研究を振り返る

ことであると。しかしこれまでのところ、皆さん、多く発言がありましたので、劉江永先

生の延長線上に中国、日本、アメリカの関係について私見を述べたいと思います。個人的

には、現在、日米中の３カ国の学者は、一緒に座り込んで話し合いをするときに、この雰
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囲気は 10 年、20 年前と比べまして、はるかに改善されております。非常に和やかで、しか

も客観的な事実に基づいて話ができるようになりました。しかし、まだ理想的なレベルに

まで来ているとは言えません。では、今後安定的に３カ国の関係を発展させるためにどう

すればいいのか、私見を述べたいと思います。そのうちの２つの話は日中、もう１つの話

は米中関係、または日米関係についてでございます。 

 まず１番目に、1972 年に国交回復されました。来年は国交回復 40 周年を迎えます。その

ときに日中関係が国交から社交、すなわち普通の交流ができるようにしたらどうでしょう

か。国レベルの関係回復から、２つの社会の交流ができるように。すなわちその民意をよ

り強固なものにしていくことが求められると思います。先ほど、皆さんのご研究がありま

したように、たとえば２つの国を行き来する人は年間 400 万、500 万に達しております。し

かしその中に重複率が非常に高くて、相手の国に行ったことのない人はたくさんいます。 

 では、社会全体の交流を促進するためにどうすればいいのでしょうか。そのときに、や

はり理念を転換させなければなりません。正しい世界観、文明観を持たなければいけませ

ん。9･11 が発生した後に、ブッシュさんがこういう話をしました。すなわち二元的な世界

観であります。われわれにとって良いことは、テロリストにとって悪いことであると。黒

か、白の話であります。でも中国と日本は近く見えるけど、実は遠いわけであります。先

ほどボーゲルさんが言いましたように、事例があります。多くの政治経済学は清末に日本

から中国に渡ってまいりました。その後に、中国と日本は異なる道を歩んだがために、そ

の言葉の意味に食い違いが見られます。 

 たとえばいつも言っている保守主義であります。中国の理解と日本での理解は違います。

このような事例は枚挙に暇がありません。われわれが国民感情を改善させ、そしてより相

手側を理解する、知ることによって相手の事情がわれわれの想像しているところとまった

く違うというようなことに気がつきます。しかし世界は diversity に富んでおります。わ

れわれがお互いに文化を学び合わなければなりません。尊重しなければなりません。 

 もう１つは、日米同盟のオープン化であります。日米中の関係は、この地域にきわめて

重要であるということは言うまでもありません。これから地域の発展の潜在力、そして戦

略の方向性は３カ国の関係によって決められます。しかし３カ国は現在、いずれも戦略的

な軟着陸を実現しなければなりません。一番印象に残っているのは、日本はかつて日米同

盟の下で経済の実績をつくり出しました。でも、なぜそれが長続きしないのでしょうか。

やはり時代の変化に追いついていないからです。現在、日本の社会は、政治、経済の全面

的なパターン転換を強いられております。中国、アメリカも同様な問題、もちろんまった

く同一ではありませんけれども、さまざまな問題に直面しております。ですので、地域の

安定を維持することはすべての問題を解決することが前提になります。なので、日米同盟

のオープン化、すなわち他の国に対して開放するということを推進しなければなりません。

それが最終的にバイの同盟がマルチの安全保障の枠組とのドッキングを実現しなければな

りません。 
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 そして３番目に、中国、日本、米国の海上連絡体制の確立を含めた相互信頼の醸成であ

ります。ついこの前、いい情報がありました。中国と日本は共同で地元の FTA を国際社会

に提案しました。それが高く評価されております。しかしその他の分野を見ていると、と

くに安全保障分野において、中国と日本の交流、協力は、他の分野に遅れており、しかも

他の地域の中国との安全保障レベルの協力よりも劣っております。これは両国の戦略の相

互信頼関係の確立の障害になっております。 

 もちろんこの地域はアメリカの要素が非常に大きいです。WIN-WIN 関係、戦略的互恵関係

を発展させる上では、敏感な問題をまずマネージしなければなりません。その上で協力を

促進し、深めていく必要があります。また協力の進化は、最終的にセンシブルな問題の解

決に役に立ちます。以上が私の見解であります。ありがとうございました。 

 

ボーゲル 主催者に申し訳ないですが、責任をまっとうできず、時間が遅れてきました。

しかし非常にすばらしいご報告とコメントを聞かせて頂きました。非常にうれしいです。

続きましては昼食の時間になりますが、昼食の時間を生かして、ぜひ活発に交流をして頂

きたいと思います。この３カ国の関係につきましては、非常に先見の明があると思います。

しかし、その問題点も指摘してくださいました。たとえば、研究テーマが限られていたり

することがあります。しかし、やはりその目標は地域の平和です。 

 


